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スポーツ・スポンサーシップとは
　スポーツマーケティングには「スポーツのマーケティング

（Marketing of Sport）」と「スポーツを利用したマーケテ
ィング（Marketing through Sport）」の2つの側面がある。
例えば、前者はプロスポーツクラブや施設、スポーツ用品
企業などのスポーツ関連組織がスポーツ消費者を対象と
してスポーツの製品やサービスの価値創造・向上を目指し
て展開する諸活動やプロセスである。後者は、一般企業が
一般消費者を対象にスポーツを活用して自社製品の販売
促進やイメージ向上のために、または地方自治体が地域住
民を対象に地域への来訪者増加やイメージ向上のために
展開する諸活動やプロセスである。スポーツ・スポンサー
シップは、後者の「スポーツを利用したマーケティング」の
代表的な例である。
　スポーツ・スポンサーシップとは、スポーツイベントやクラブ、
チームを経営するスポーツ組織と、それらに資金や資源を
投 資または 支 援 する企 業との 相 互 交 換（Mutual 
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藤本 淳也

Exchange） 関 係 と い え る（Copeland,et.al.,1996; 
McCarville,et.al., 1994）。両者の関係はそれぞれの目的を
達成するためにお互いが有する価値を交換する交換理論
で説明でき、スポーツイベント等を通してスポーツ組織とス
ポンサー企業がお互いにメリットを供給・享受できる関係
を意味する（Stotlar, 2001）。スポンサー企業は、スポーツ
組織の戦略的パートナーとして自社のマーケティングミッ
クスにスポーツを活用する機会が得られ、より良いマーケテ
ィング活動の展開とその成果獲得を目指すことができる。
【図表１】に、スポーツ・スポンサーシップの概念を示した。
スポンサーとなる企業は、イメージの構築・改善、販売促進、
市場ポジショニングや市場獲得などのマーケティング目的
を持っている。そして、その目的の達成へ向けて戦略を効
果的に展開していく手法として資金や商品、サービスなどを
スポーツ組織に投資する。一方、スポーツ組織は資金の
獲得、資源の獲得、無形価値の獲得や創造などのマーケ
ティング目的を持っている。そして、その目的の達成へ向け
てロゴ活用や看板掲示、商品化権、ホスピタリティの機会な
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（Eagleman & Krohn, 2012）。
　スポンサーシップアクティベーションの展開とともに、そ
の効果測定も重要である。【図表2】は、スポンサーシップ
効果測定モデルである。スポンサー企業がスポンサーシッ
プ目的を達成するために刺激すべき消費者のレディネス段
階（AIDA：Attention-Interest-Desire-Action）と、その
段階に対応した効果測定内容を示している。スポンサーシ
ップアクティベーションを通して、ターゲットマーケットを商
品やサービスの購入に導くためには、スポンサー企業の商
品やサービスを「A：気づき」「I：興味」「D：欲求」「A：
行動」と「購入後行動」を加えたそれぞれのステージを刺
激する必要がある。スポンサー企業の最終かつ最大の目
的は、ターゲット顧客を製品やサービスの購入に導くことで
ある。スポンサー企業は、【図表1】に示したスポーツ組織
から獲得したベネフィット（権利など）を利用したアクティベ
ーションにおいて、すべてのステージの顧客を刺激するた
めに、①どのアクティベーションでどのステージの顧客を
刺激するのかを明確に定め、②各ステージの顧客に適した
アクティベーションを展開し、③各ステージへの刺激効果
を測定する必要がある。

どの権利や機会をスポンサー企業に提供する。スポンサー
企業とスポーツ組織がそれぞれベネフィットを提供する「ベ
ネフィット交換・サポート」によって、共に目的を達成できる
Win-Winの関係が構築されることでスポーツ・スポンサー
シップが成り立っている。
　また、スポーツ・スポンサーシップの効果を最大化する
ためには、スポンサー企業による「スポンサーシップアクテ
ィベーション（Sponsorship Activation）」が重要である。
スポンサーシップアクティベーションは、「スポンサーシッ
プを促進するために企業が行うマーケティング活動」と定
義され（IEG, 2019）、特に企業がスポンサーシップを通し
て顧客とのエンゲージメント、関与、参加を促すコミュニケ
ーションを推進する活動が重要とされている（Weeks,el.
al.,2008）。つまり、スポンサー企業のターゲット顧客が自社
製品・サービスに自ら積極的に関わり、体験を通して結び
つきを強化できる取り組みである。したがって、マーケティン
グ担当者や顧客参加型イベント担当者は、スポンサーシッ
プアクティベーションには単純な看板やロゴの設置よりも大
きな努力が必要であることを理解し、他企業のメッセージ
が多く混在する日常の中で、スポンサー企業とスポーツ組
織が協力してユニークで際立つ活動の開発が求められる

スポンサー企業の目的

・認知度向上
・イメージ構築
・イメージ改善
・ビジネスの関係性 
  マーケティングの構築
・メディアとの関係性の構築
・社員との関係性の構築
・顧客との関係性の構築
・ビジネスの発展
・販売促進
・ブランドポジショニング
・社会的責任
・新規セグメントの獲得
・新規流通チャネルの開発

スポーツ組織の目的

・資金の獲得
・資源の獲得
　（グッズなど）
・無形価値の獲得
　（認知度向上）
　（ブランドポジショニング）
　（信頼性向上）
　（イメージ構築）
　（イメージ改善）

スポンサー企業がスポーツ組織に提供するベネフィット
・資金
・商品
・サービス

・露出拡大
・提携
・ベネフィット最大化へのサポート

スポーツ組織がスポンサー企業に提供するベネフィット
・テレビ露出
・印刷メディア露出
・�スポーツ関連組織への 

コンタクト
・ネーミングライツ
・ロゴの使用
・看板の掲示
・広告利用の権利

・商品化権利
・サンプリングの機会
・選手の活用
・ホスピタリティの機会
・データベースへのアクセス
・関連イベントの開催
・�ベネフィット最大化への 

サポート

【図表1】 Win-Winの関係を創り出すスポーツ・スポンサーシップの概念図

出所：Shilburyら（2014）“Strategic Sport Marketing, 4th ed” Allen & Unwin, p269の図13.2と表13.2を用いて筆者が作図
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【図表3】 Ｊ１クラブ営業収益の内訳と推移（１クラブ平均）

■ 広告料　■ 入場料　■ 配分金　■ アカデミー関連　■ 物販収入　■ その他

日本のプロスポーツの現状
　日本のプロスポーツにおけるスポンサーシップの現状をＪ
リーグとＢリーグを例に見てみよう。【図表3】は、Ｊ１リーグ
所属クラブの平均営業収益の内訳と推移を示している。ス

出所：Jリーグ公式ウェブサイト（2019年1月14日アクセス）

 

＊スポンサーシップ目的を達成できる多くのイベントや選手の中から最も適していると考えられるものだけを掲載
出所： Shilburyら（2014）"Strategic Sport Marketing" Allen & Unwin, p295 から抜粋

【図表2】 スポンサーシップ効果測定モデル

ポンサー収入に当たる「広告料」は、2005年にＪ１所属クラ
ブ数が18クラブになって以降、14億円から15億円で推移
してきた。しかし、2017年には18億円を超えて前年度比で
約19％も伸びている。これは、2016年FIFAクラブワールド
カップでの日本代表クラブの活躍、その後に世界的なスタ

ー選手を獲得したクラブの存在、クラ
ブやリーグのマーケティング努力な
どの影響で、平均観客動員数が
2015年（17,240人）、2016年（17,968
人 ）、2017年（18,883人 ）、2018年

（19,064人）と順調に伸びていることも
背景にあると推察される。
【図表4】【図表5】【図表6】は、そ
れぞれＪ１リーグ、Ｊ２リーグ、Ｊ３リー
グに所属するクラブの2017年度の広
告料収入と営業収益に占める割合を
示している。Ｊ１リーグ所属クラブの
広告料収入の平均は18.1億円で営
業収益の44.4％である。その中で神戸

（33.5億円）と浦和（31.9億円）の広

スポンサーシップの主目的 消費者のレディネス段階 主効果の測定 最も適した活動 *

・イメージ創造・改善
・ブランドポジショニング
・気づきの向上
・新しい流通チャネルの開発
・新しいマーケットセグメントの設定
・コミュニティリレーションシップマーケティング

気づき
（Attention）

・観客数（来場、率）
・想起・認識
・調査（事前・事後）
・メディアモニタリング

・グローバルイベント
・国際的イベント
・国際的選手

・新規事業開発
・ブランド・ポジショニング
・イメージ創造・改善
・メディアリレーションシップマーケティング
・コミュニティリレーションシップマーケティング

興　味
（Interest）

・態度
・想起・認識
・問い合わせの数
・選好テスト
・調査（事前・事後）

・グローバルイベント
・国際的イベント

・取引関係の推進
・販売促進
・ブランドポジショニング
・従業員の関係促進
・新しいマーケットセグメントの設定

欲　求
（Desire）

・購入意図
・ブランド選好
・ブランドイメージモニタリング

・地方イベント
・特別（ニッチ）イベント
・地域イベント
・国内の選手
・地域の選手

・販売促進
・従業員の関係促進
・取引関係の推進

行　動
（Action）

・製品購入のトラッキング
・プロモーション刺激の履歴分析
・試し購入

・すべてのイベントにおける地域活動
・�すべてのタイプの選手の 

地域カスタマイゼーション

・関係性マーケティング
購入後行動

（Post-purchase）

・再購入
・態度
・ブランド趣好
・競争力の強いブランド

・�成功したイベントや選手の 
スポンサーシップの継続

特集　進化を続けるスポーツマーケティング
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告料収入が高い。また、広告料収入が営業収益に占める
割合は神戸（64.0％）と大宮（62.3％）が高く、広告料収入へ
の依存が大きいことがわかる。Ｊ２リーグ所属クラブの広告
料収入の平均は7.1億円で営業収益の50.5％である。Ｊ１リ
ーグ所属クラブと比べて広告収益のクラブ間格差が大きく、
上位4クラブの広告料収入への依存は60％を超えて高い。
Ｊ３所属クラブの広告料収入の平均は2.3億円で営業収益
の53.8％を占めている。広告料収入はＪ１とＪ２リーグ所属ク

ラブと比べて少なく、クラブ間の格差も大きい。そして、Ｊ２と
異なり広告料収入が比較的少ないクラブの中に広告料収
入への依存が大きいクラブが存在している。
【図表7】は、バスケットボールのＢ１リーグ所属クラブ（2017
〜2018シーズン）のスポンサー収入と営業収入に占める割
合を示している注）。所属クラブのスポンサー収入の平均は
4.3億円で営業収入の52.9％である。その金額と割合はＪ２リ
ーグとＪ３リーグの中間で、スポンサー収入が営業収入に占
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【図表5】 J２クラブの広告料収入と営業収益に占める割合（2017年度）

千
葉

京
都

徳
島

松
本

湘
南

東
京
V

岡
山

横
浜
F
C

福
岡

長
崎

岐
阜

大
分

山
口

山
形

熊
本

町
田

愛
媛

金
沢

讃
岐

群
馬

水
戸

平
均

■ 広告料収入
　 割合

714

195267292294302343351429439443474539621698703779795
953

1,1031,129

1,704

2,856 50.5

33.7

42.842.0
44.8

39.3

48.4

41.8

27.2

43.143.3

49.8
48.1

31.4

56.1

49.148.0
50.8

47.9

67.3

60.8

65.7
62.2

神
戸

浦
和

大
宮

横
浜
Ｆ
Ｍ

柏 鹿
島

川
崎
Ｆ

磐
田

Ｇ
大
阪

清
水

Ｆ
Ｃ
東
京

Ｃ
大
阪

鳥
栖

広
島

仙
台

新
潟

札
幌

甲
府

平
均

百万円

1,813

774

1,0701,0851,183

1,5461,5741,6001,7171,797
1,800

1,812
1,8541,917

1,954
2,111

2,296

3,193
3,352

44.844.8
40.039.3

43.745.247.0

40.2
37.4

44.8

36.2

47.3

36.236.7

56.6

44.3

62.3

40.1

64.0

%
4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

80

70

60

50

40

30

20

10

0

【図表4】 J１クラブの広告料収入と営業収益に占める割合（2017年度）

■ 広告料収入
　 割合

＊2018年1月期決算の金額。柏と磐田は３月期決算。神戸は12月期決算　出所：Jリーグ公式ウェブサイト（2019年1月14日アクセス）

＊2018年1月期決算の金額。京都、愛媛、長崎は12月期決算　出所：Jリーグ公式ウェブサイト（2019年1月14日アクセス）



40　●　AD STUDIES Vol.67 2019

める割合のクラブ間格差は比較的大きい。
　クラブの安定した経営のためには、広告料収入（スポン
サー収入）を増やし、営業収益の中で一定の割合を保つこ
とが望ましい。そのためには、適切かつ効果的なマーケティ
ング努力が不可欠であるが、日本のプロスポーツには、ほか
にも大きな要因がある。それは、クラブの大株主の存在であ
る。Ｊリーグの場合、高額の広告料を投資しているメインス
ポンサーは、責任企業と呼ばれるクラブの大株主になって

いるケースがある。つまり、広告料収入には責任企業の規
模と持ち株比率が関係していると考えられる。【図表4】に示
したＪ１リーグ所属クラブは、事業規模の大きい責任企業（大
株主）からの広告料収入が大きい。一方、Ｊ２リーグとＪ３リ
ーグのスポンサーには小口が多いことから高額かつ安定し
た広告料収入の獲得が難しい。
　プロスポーツクラブ経営はクラブ間で違いはあるものの、
多くのスポンサー企業の投資によって成り立っている。ス
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【図表7】 B１クラブのスポンサー収入と営業収入に占める割合（2017-2018シーズン）

■ 広告料収入
　 割合
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【図表6】 J３クラブの広告料収入と営業収益に占める割合（2017年度）

■ 広告料収入
　 割合

＊2018年6月決算の金額。決算期間が異なるクラブがある（A東京・SR渋谷・川崎・新潟・富山・三遠・三河・名古屋D・大阪）　出所：Bリーグ公式ウェブサイト（2019年1月14日アクセス）

＊2018年1月期決算の金額　出所：Jリーグ公式ウェブサイト（2019年1月14日アクセス）　
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【注】
Ｊリーグ資料では「広告料収入」と「営業利益」、Ｂリーグの資料では「ス
ポンサー収入」「営業収入」と記載されているため、それぞれそのまま
用いた
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ポンサー企業とスポーツ組織の両者にとって、【図表1】に
示した良好な関係を構築し、ベネフィットの交換とアクティ
ベーションの活性化を促進することで、スポンサーシップ
効果を高めていく努力が不可欠である。

2020年東京オリンピック・パラリンピックの
国内スポンサー企業のアクティベーション

　2020年の東京オリンピック・パラリンピックにおける国内
スポンサー収入はUSD3,000Mとなっており、収入予算総額

（USD5,600M）の53％を占めている（公益財団法人東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会組織委員会、2019）。こ
の大会組織委員会の国内スポンサー収入は、北京大会
USD1,218M、ロンドン 大 会USD1,150M、リオ 大 会
USD843Mと比べて大きく伸びている。この背景には、この
機を活かしてマーケティング活動を展開したい国内の企業
が多いこと、そして、これまで1業種1社が原則であった国
内スポンサーが、カテゴリーによっては1業種2社（新聞社
は4社）が認められたことも大きく影響している。
　2020年東京大会開催まで1年4カ月となった今、国内ス
ポンサーはどのようなアクティベーションに取り組んでいる
のだろうか。東京大会の大会組織委員会は「東京2020オ
リンピック・パラリンピックゴールドパートナー」のアクティベ
ーションをまとめ、公式サイトに公開している。スポンサー企
業のアクティベーションを大会組織委員会が支援することで、
共に得られるベネフィットを高めようとする狙いがうかがえる。
　一方、各スポンサー企業のアクティベーションの内容を
見ると、東京大会のスポンサーであることの訴求や露出拡
大を狙ったものが比較的多い。また、イベント活動において
もスポンサー企業が自社製品・サービスを活用してターゲ
ット顧客に直接コミュニケーションをとる活動は少ない。前
述のように、各スポンサー企業はターゲット顧客の４つのレ
ディネス段階を何で刺激するのか、アクティベーションの目
的と手段を整理して戦略的に展開していくことが大切だ。
　また、これらのスポンサーシップアクティベーションには
CSR（Corporate Social Responsibility ; 企業の社会的責
任）活動も含まれている。例えば、社員による地域でのボラ
ンティア活動や文化財の保存活動、被災地復興活動など
である。この種のアクティベーションは大会組織委員会が
掲げる大会ビジョン「スポーツには世界と未来を変える力

がある」に基づく活動と捉えることができる。大会組織委員
会は、そのマーケティング目的の達成にもつながるため、各
スポンサー企業の大会関連CSR活動を推奨し、支援する
体制とシステム作りが重要である。
　スポンサーシップアクティベーションへの投資額は、スポ
ンサー企業になるために投資した額、すなわち権利を獲得
するために投資した額を大きく上回ることがある（IEG, 
2019）。しかし、2020年に開催される東京オリンピック・パラ
リンピック大会の開催期間は合計で4週間しかない。スポン
サー企業がスポーツ・スポンサーシップの効果を最大化
するためには、開催までの1年4カ月間に効果的なアクティ
ベーションを展開できるかにかかっている。
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